
【新】地域型保育⼈材育成事業 幼保⽀援課

事業概要

現状：「地域型保育事業」への移行が見込まれる施設は、利用人数が19人以下の認可
保育所、へき地保育所及び認可外保育施設。
特に認可外保育施設については、現状、財政支援もなく経営的にも不安定なため、
保育の質の確保が困難。

課題：経営安定及び保育の質を確保するためには、地域型保育事業の認可が必要。
認可を受けるに当たっては、家庭的保育者等の研修の修了が義務となっているが、
現在、高知県内では実施していない。

現状・課題

平成27年4月から地域型保育事業の認可施設への移行を計画する施設
において、必要な職員を確保することができるよう研修を実施する。

事業⽬標

認可における従うべき基準である家庭的保育者等の研修修了者を増や
すことによって、地域型保育事業の認可施設の増加と、保育の質の確
保を図る。

期待される効果

H26 ⾒積：2,660千円（⼀）1,331千円

子ども・子育て支援新制度において、市町村認可事業として新たに創設される
「地域型保育事業」のうち、小規模保育事業及び家庭的保育事業に従事する者
に義務付けられる研修を実施する。

【 地域型保育事業の種類】

⼦ども・⼦育て⽀援新制度における創設保育事業：「地域型保育事業」

実施内容

※⼩規模保育及び家庭的保育以外の研修については、国において検討中。

研修の内容 （予定）
実施主体：⾼知県幼保⽀援課（⾼知学園短期⼤学との連携による実施を予定）

◆基礎研修
⼩規模保育事業及び家庭的保育事業実施に必要な基礎的知識・技術
の習得

保育従事者及び家庭的保育者を⽬指す者全員が受けなければ
ならない研修

◆認定研修
保育の知識・技術等の習得

保育⼠資格を有していない者が家庭的保育者を⽬指す場合に
受けなければならない研修

小規模保育事業 定員6人以上19人以下の施設において行う保育事業

家庭的保育事業 定員5人以下の施設において行う保育事業

居宅訪問型保育事業 保育を必要とする子どもの居宅において行う保育事業

事業所内保育事業
事業所の従業員を対象とした保育施設において保育を

必要とする地域の子どもを対象として行う保育事業

【⼩規模保育事業の職員配置（保育従事者及び家庭的保育者は研修終了が条件)】
Ａ型（分園型） Ｂ型（中間型） C型（ｸﾞﾙｰﾌﾟ型）

利用定員 6～19人

保育従事者 保育士
保育士＋
保育従事者

家庭的保育者

職員数

0歳児 3:1
1･2歳児 6:1

又は3:1

0歳児 3:1
1･2歳児 6:1

又は3:1
上記職員＋1名

0～2歳児 3:1
(補助者を置く場合、

5:2）
上記職員＋1名

保育士の割合 100% 1/2以上 基準なし

4
1



【新】特別⽀援保育推進事業費補助⾦（特別⽀援保育コーディネーターの配置） 幼保⽀援課

事業概要

（現状）◆特別な支援を必要とする子どもへの理解の広まりと同時に対象の子どもが増加している。
《 H21:障害児215人(加配保育士212人）→ H24：障害児368人(加配保育士306人) 》

◆保育所・・・・加配保育士の孤立化。子どもの障害の特性に応じた計画が十分に作成すること
ができないため、的確な支援ができない。

◆保護者・・・・子どもの障害、特に発達障害等について容認できない。
◆子どもに対する総合的な支援体制の充実が求められている。

（課題）◆特別な支援が必要な子どもに対しての早期の気づき・診断・支援が必要
◆福祉・医療・教育等の関係機関との連携の強化

現状・課題

特別支援保育コーディネーターを中心に、

特別な支援を必要とする子どもや保育所

等へ継続的な支援を行うことにより、各園

が組織的に対応できる体制を確立する。

事業⽬標

特別支援保育コーディネーターの配置により、特別な支援を必要とする子ども一

人ひとりの特性に応じた適切な指導や必要な支援を行うことが可能となる。

期待される効果
H26⾒積：13,404千円（⼀）13,404千円

保育所等に通う特別な支援を必要とする子どもの保育の質を高めるた
め、保育所等への指導や関係機関との連絡調整などを行う特別支援保
育コーディネーターを市町村に配置する。

◆補助対象経費：

特別支援保育ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰを雇用するために必要な経費

◆補助先：市町村（高知市を除く）

◆補助率：１／２以内

◆補助基準額：2,233,440円/年

市町村

【コーディネーター】

特別支援保育コーディネーターの配置

◆コーディネーター（保育士・保健師・看護師等の資格を有する者）の役割
・一人ひとりの状況に応じた個別の指導計画の作成支援
・特別支援に関する園内指導及び小学校との連携
・保育所間の連絡調整
・保護者に対する相談の窓口
・専門機関への相談や巡回相談による支援方法等の検討と実施
・福祉、医療、教育等の関係機関との連絡調整

実施内容

小学校

市町村
保健師

療育福祉センター等専門機関

平成２７年度以降

高知県子ども・子育て支援事業支援計画における障害児施策の充
実等に位置付け、市町村への支援を継続していく予定。

障害を有する児童に対しては、加配保育士のみならず、
保育所全体で組織的に対応することが必要である。そ
のため、総括的な役割を担う者（兼務可）を各園に配置
する市町村に補助を行い、特別支援保育ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰと
連携した取組を図る。

乳幼児・保護者

⽀援⽅法等の検討と実施

個別の指導計画の
作成⽀援

就学時引継シートの作成

保護者に対する相談
乳幼児健診による早期発⾒

保育所等

※課題解決先進枠
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【新】学⼒向上のための学校経営⼒向上⽀援事業 ⼩中学校課
H26⾒積：20,303千円（⼀）20,293千円

事業概要

学校改善プランを基に学校経営を行うことで、組織的な研究体制は整ってきたも
のの、検証を踏まえ改善につなげるための取組が弱いことから、課題解決を図る
ための中長期的な視点に基づいた学校経営の質を高めていくことが必要である。

現状・課題

◆各学校における学力課題を解決する検証改善サイクルを確立し、小中学生の学
力を向上させる。

【数値目標】Ｈ２７全国調査 小学校・・・全国平均＋３Ｐに近付ける
中学校・・・全国平均に近付ける

事業⽬標

実施内容

各学校において、学力の課題解決を図るための組織的な取
組や思考力・判断力・表現力等を育成する授業づくりが充実
することで、児童生徒の学力が向上する。

期待される効果

学力調査等で明らかとなった学力問題の課題を解決するため、中期的な視点に立った学
校経営計画に基づく学力向上に向けた取組を支援し、学校の組織力向上と授業改善を図
ることで、児童生徒の生きる力の育成を目指す。

学校経営アドバイザーの配置（７名）
教育事務所に学校経営及び教科指導に優れた退職校長等
を学校経営アドバイザーとして配置

東部 １名→２名

中部 ２名→３名

西部 １名→２名

Ｂ問題に対応する
学力課題の解決

学校経営力の向上・充実

各校における学力課題
の解決に向け、学校経
営力を高めるために、
訪問等における指導・
助言を行う。

〈内 容〉
第１章 高知県の教員として知っておきたいこと
第２章 授業の基礎・基本
第３章 教科経営・学校経営とは 等

〈配付対象〉県内小・中学校教員、市町村教育委員会等
※H27からは、新規採用教員に配付。（データ等は更新）

〈配付時期〉平成２６年１１月上旬

学校経営アドバイザー及び指導主事による指導・助言

【訪問内容】
※学校経営計画の内容や取組の進捗について、指導・助言
※教科経営や授業研究を充実するための指導・助言

思考力・判断力・表現力等
を育む授業づくり

中学校学力向上推進校（１７校指定）

学校支援訪問

「分かる」「できる」

授業づくりを一層

進めます！

学校経営
アドバイザー作成による

『わかる授業づくり』
ハンドブックの配付

各小・中学校が、中期的な視
点に立った学校経営計画を
作成。

学校経営計画に基づく取組

学力向上のための学校経営力向上に関する研修会 教育センター

支援

※課題解決先進枠
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【新】⼟曜授業を活⽤した魅⼒ある教育課程モデルづくり ⼩中学校課
H26⾒積：2,100千円 （⼀）0千円

事業概要

現行の学習指導要領の導入に伴い、指導内容や授業時数の充実・増加が図られるとともに、東日本
大震災の教訓を生かした防災教育や健康長寿県を目指すための健康教育など、新たな教育内容への
対応が求められている。

本県の将来を担う子どもたちに必要な教育内容への対応をするため、土曜授業を活用し、魅力ある教
育課程を編成・実施することが必要となっている。

現状・課題

◆ 指定校における土曜授業を活用した教育課程が
構築される。

【検証方法】
・ 学校経営計画
・ 学校評価
・ 全国学力・学習状況調査

事業⽬標

土曜授業を活用した魅力ある教育課程のモデルが県内に
広がることにより、各学校の教育課程が充実する。

期待される効果

子どもたちが自律して社会を生き抜く力を育むために、中期的な視点に立った学校経営
計画に基づき、土曜授業を実施する学校を指定し、教育課程の実践モデルを構築する。

※土曜授業とは、児童生徒の代休日を設けずに土曜日・日曜日を活用して教育課程内の学校教育活動を
行うものをいう。

[西部]

[中部]

[東部]

[高知市]

実施内容
４地域（４中学校区）１ 研究委託費：１中学校区５０万円

２ 取組内容

（１） 全校で実施する取組

① 心を耕す道徳教育（道徳参観日）

② 命を守る学校安全・防災教育

③ 命を育む健康教育

（２） 特色ある取組

① 中学校区で取り組む小学校英語の
先行研究

② 理数好きの子どもたちを育てる
理数教育の充実

③ 自然体験や伝統文化、芸術体験
など体験活動の推進

④ 消費者教育、著作権教育

◆実施回数→月１回程度
◆年間を通じて統一性のある研究テーマを設定
◆保護者や地域への授業公開
◆地域人材の活用
◆体験活動の充実
◆本県の施策課題への対応
（防災教育、健康教育など）

土曜授業を行うにあたっての留意事項
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⾼知県学⼒定着状況調査実施事業 ⼩中学校課

本県の学力課題である小学校中学年の二極化、中１ギャップによる学力の低下に
対応するために、児童生徒の学力定着状況を把握し、学習指導の充実や指導方法
の改善に生かすとともに、各学校及び各教育委員会の学力向上検証改善サイクル
を確立する。

事業概要

【H25全国学力・学習状況調査結果：全国平均正答率との差】
小学校 国語Ａ＋2.6 国語Ｂ＋0.4 算数Ａ＋1.6 算数Ｂ－0.5（理科－1.3）
中学校 国語Ａ－2.1 国語Ｂ－2.6 数学Ａ－4.4 数学Ｂ－6.1（理科－3.7）

21年度調査結果と比べると改善傾向にはあるものの、依然として中学校
では全国水準に達していない。

現状・課題
平成２７年度までに、全国学力・学習状況調査結果において、小学校は全国平

均を３ポイント以上上回り、中学校は全国平均まで引き上げる。各学校が高知県
学力定着状況調査等を活用し、授業改善等の効果の検証を行い、学力向上サ
イクルの確立を図る。

事業⽬標

実施内容

学校、教員が、児童生徒の学力の定着状況を把握し、その結果
を踏まえ今後の手立てや指導の改善を行うことによって、児童生
徒の学力が全国水準となる。

期待される効果

H26⾒積：30,095千円（⼀）30,095千円
（H25当初：38,237千円（⼀）38,237千円）

【２月～３月】
○分析チーム

県教育委員会

問題作成 集計

【４月～８月】
○問題作成アドバ
イザー、事務所等
指導主事、小中学
校課指導主事（２
４名）

調査実施 平成２７年１月９日（金）

平成２７年１月

平成２７年１月～２月

調査対象 【小学校第４学年】国語・算数

【小学校第５学年】国語・算数・理科

【中学校第１・２学年】

国語・社会・数学・理科・外国語

学校・市町村教育委員会

結果分析

【１月～２月】
○業者委託

学力の二極化の改善

中１ギャップの改善

自校採点

結果分析

学校経営計画の充実
指導方法の工夫改善

○分析チーム

集計調査研究

学
力
向
上
の
Ｐ
Ｄ
Ｃ
Ａ
サ
イ
ク
ル
の
確
立

報告書による
指導改善例

学校訪問

指導・助言
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ことばの⼒育成プロジェクト推進事業 ⼩中学校課

学校図書館活動やＮＩＥ活動の充実を通して、児童生徒の思考力や表現力を向上させるとともに、
豊かな心を育成する。

事業概要

★言語力が高まることにより、思考力や表現力が育成され、児童生徒の学力が向上する。
★読書習慣が確立し、児童生徒の豊かな心の育成が図られる。

期待される効果

・児童生徒の目的に応じて読む力や書く力が弱い。
【平成２５年度全国学力・学習状況調査結果（全国との差）】
国語Ｂ 小学生（０．４） 中学生（－２．６） ・ 算数・数学Ｂ 小学生（－０．５） 中学生（－６．１）

・授業における学校図書館の活用が十分でない。
【学校図書館を活用した授業を、週に１回以上行っている学校の割合】
小学校 県１８．３％（全国１６．１％） 中学校 県０．９％（全国１．１％）

現状・課題
児童生徒の思考力・判断力・表現力が育成され、学力

【Ｂ（活用）問題の正答率】が向上する。小学生は全国上位
の学力、中学生は全国平均の学力が身に付く。

【検証方法】全国学力・学習状況調査等

事業⽬標

実施内容
目的に応じて書く力を育てる！

読書活動 （生涯学習課）

・子どもの読書活動総合推進事業

・読書楽力検定

・読書ボランティア養成講座

・ブックスタート応援事業

・高知県子ども読書活動推進ネットワーク

フォーラム

学校図書館活動の充実
・学校図書館環境整備への補助

支援員配置

（Ｈ25：87人→Ｈ26：148人）

エアコン設置

（Ｈ25：27校→Ｈ26：35校）

・学校図書館活動パワーアップ講座

（学校図書館支援員対象の研修会）

・「きっとあるキミの心にひびく本」の

活用促進

・ショートコメントコンテスト実施

高学年 800字～1200字程度 意見文や推薦文など

中学年 400字～1200字程度 説明文や報告文など

中学校 1200字～2000字程度 解説文や批評文など

◆取組

国語学力の向上
・授業や家庭学習における「国語学習

シート」の活用促進

・「国語学習シート活用事例集」や

「国語指導改善事例集」の活用によ

る授業改善の推進

ＮＩＥ活動の推進
・新聞活用による授業改善

・学校新聞づくりコンクールの実施

・教員研修（教育センター）

Ｂ（活用）問題の充実
・高知県学力定着状況調査

・高校入試問題の改善

・学校図書館を活用した各教科等の授業研究

・書くことに関する学習活動

国語学習シートの活用（授業、家庭学習）

ショートコメントコンテスト

・新聞を活用した学習活動

授業活用、コラム視写、学校新聞

・専門家を招聘した教員研修

・県民を対象とした授業公開 弁論大会

スピーチ

俳句

ディベート

言語力検定

ＩＣＴ活用

朗読

低学年 200字～800字程度 紹介文や感想文など

H26⾒積：141,483千円（⼀）99,350千円
（H25当初： 84,911千円（⼀）84,911千円）

ビブリオバトル
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⼩中学校課・教育センター

事業概要

現状・課題
○すべての小・中学校において、算数・数学シートや単元テストを活用し、学習状況を
把握することにより、児童生徒の基礎学力を定着させる。

○すべての中学校において、授業改善プランに基づく取組を進め、数学思考力問題集
等を活用することで、生徒に思考力・判断力・表現力を身に付けさせる。

○平成２７年度の全国学力・学習状況調査において、中学校数学Ｂ問題の高知県平均
正答率を向上させる。

○算数・数学を学習する楽しさを実感し、算数・数学を勉強することが好きな児童生徒
を育成する。

事業⽬標

□教員が確かな授業力・教科専門力を身に付けることで、児童生徒に算
数・数学の確かな学力を身に付けることができる。

□考えることや解くことの楽しさを実感できる問題にふれることで、算数・
数学を勉強することが好きになる。

期待される効果

授業改善プランに基づく支援訪問や単元テスト、数学思考力問題集等の教材活用と
ともに、若年教員に対する半年間の集中的な研修やミドルリーダーへの合宿研修など
を通して、教員の授業力・教科専門力を向上させ、児童生徒の思考力・表現力を育成
する。

H26⾒積：6,973千円（⼀）6,973千円

数学A

数学B

全国学力・学習状況調査結果は
小学校では全国水準、中学校は改
善傾向にあるものの、全国平均に
は届いておらず、小・中学校とも活
用する力には依然として課題があ
り、特に中学校は昨年度よりも全
国との差が広がっている。

算数A

算数B

実施内容

【新】算数・数学学⼒向上実践事業 ※課題解決先進枠

・単元テストの配信及び活⽤の充実
対象：⼩１〜中３

・算数・数学シートの授業や家庭学
習における活⽤促進
対象：⼩４〜中３

・すべての中学校へ訪問指導を実施
・数学授業改善プラン作成 ・対象：⼩５〜中３

（⼩４でも参加可能）

■ 若年教員を対象にした教科専⾨研修⽣研修

■ 授業改善プランに基づく⽀援訪問 授業力向上
（算数・数学授業力向上事業）

思考力向上

教科専門力向上 基礎・基本の
定着

■ 数学思考⼒問題集の作成及び活⽤、数学Ｂ問題集の活⽤
教 員

■単元テストや算数・数学
シートの活⽤促進

・数学指導改善事例集を作成し、すべての⼩・中学校、
地教委、数学教員に配付

・半年間の集中研修（12名程度、5年間実施）

■⾼知県算数・数学思考オリン
ピックの実施（継続）

児童・生徒

■ ミドルリーダー認定者
を対象としたブラッシュ
アップ研修

■ 中核教員の先進県派遣（２名）

（継続）

■数学思考⼒問題集の活⽤、
数学Ｂ問題集の活⽤（再掲）

H19 H20 H21 H22 H24 H25

・作成協⼒者１２名委嘱

■ 中堅教員を対象にした地域実践研修

4
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理科教育推進プロジェクト ⼩中学校課

本県の児童生徒の理科に対する興味・関心を高め、科学的な思考力や表現力を育
成するために、理科教育の中核となる教員を養成するとともに、地域の拠点となる学
校を構築することにより、教員の理科の指導力を向上させ、授業の充実を図る。

事業概要

◆小・中学校ともに、観察・実験の結果を整理し考察することに課題がある。また、
中学校では、基礎的・基本的な知識・技能の定着にも課題がある。
H24全国学力・学習状況調査結果（理科）：全国平均正答率との差
小学校－1.3（知識＋1.1、活用－2.3）、中学校－3.7（知識－4.3、活用－3.4）

◆地域の理科教育力を向上させるためには、ＣＳＴ養成人数を拡充していくとともに、
各地域にバランスよくＣＳＴを配置していくことが求められる。
H22～25：CST24名養成

現状・課題
◎本県の理科教育を牽引する中核教員（ＣＳＴ）を養成するとともに、その活動を支援
することにより教員の理科指導力を向上させる。
⇒4年間（H26～29）で40名養成

◎観察・実験を充実させることにより、児童生徒の理科に対する学習意欲を高めると
ともに科学的な思考力や表現力を向上させる。
⇒H27全国学力・学習状況調査（理科）の学力や学習の状況を向上させる。

事業⽬標

実施内容

小・中学校教員の理科の指導力が向上することにより、児童生徒の理科に対す
る興味・関心が高まり、科学的な思考力や表現力が育成される。

期待される効果

理科の中核教員（ＣＳＴ：コア・サイエンス・ティーチャ－）の養成

◎高知大学・市町村教育委員会と連携して、理科の中核教員（CST）を養成する。
◎CSTの公開授業や観察・実験講習により、地域の教員の理科指導力を向上させる。

教員の
理科指導力向上

学力調査等の活用
に関する研修会
ＣＳＴによる実践発表

観察・実験講座
（教育センター）

児童生徒の
実態把握

高知県学力定着
状況調査（理科）
対象：小学５年生

中学１･２年生

観察・実験準備の支援

理科支援員配置事業
ＣＳＴ活動支援のために理科支
援員をＣＳＴ拠点校に配置

理科実験準備等支援事業(国)
小学５・６年の学級に観察・実験
アシスタント（PASEO）を配置

児童・生徒の科学的思考力向上

科学の甲子園ジュニア
対象：中学１・２年生
参加単位：１校１チーム（６人）
会場：ＣＳＴ拠点校等
内容：理科・数学の探究的な課題

（筆記・実技）

高知県理科思考力問題集の活用
小学５・６年生、中学１～３年生

ＣＳＴの養成 （年間10名 H26～29：40名養成）

H26⾒積：7,734千円 （⼀）5,562千円
（H25当初：5,566千円 （⼀）5,566千円）

★片地小学校 ★大篠小学校 ★高須小学校
★奈半利中学校 ★香長中学校 ★青柳中学校
★高岡中学校 ★市立中村中学校

ＣＳＴ拠点校

拠点校の役割

◎ＣＳＴ養成プログラム実施のフィールド

◎研究授業や観察・実験講習のフィールド

ＣＳＴ活動の拡充 （H22～25：24名養成）
◎優れた授業実践の公開 ◎研修会等での指導・助言 ◎教材研究・教材開発
◎小中連携教育の推進 ◎ＣＳＴ養成プログラムへの参加 ◎土佐教育研究会との連携

4
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【新】外国語教育推進プラン実践事業 ⼩中学校課・教育センター

本県の外国語教育を推進する中期プランを作成するとともに、中核となる拠点校の構築やリーダー教員
（コアティーチャー）の育成、中高教員が連携して取り組む授業づくり講座の実施や研修と研修をつなぐ
e‐learning研修等を通して、外国語担当教員及び外国語活動担当教員の指導力・英語力の向上を図る。

また、教科化を見据え、早期英語教育の地域拠点モデル校を構築するとともに、英語力向上のための
集合研修やe‐learning研修を実施する。

事業概要

・指定校においては、外国語教育を推進する研究組織等が構築されてきてい
るが、他校へ広がっていない。

・モデルとなる小学校外国語活動及び中学校英語の授業を行うリーダー教
員の育成が必要である。
・教員の英語力が全国の目標値に達していない。
（英検準１級取得状況） 中学校教員 ３．３％（推定）

高等学校教員 ４７．２％（H２４県調査）

現状・課題

＜小学校＞県内の小学校でモデルプランに示された外国語活動の授業ができるようになる。
「外国語活動が好き」と答える児童の数９０％以上（H28までに）
すべての小学校に教科化に対応できる教員を１名以上養成する。

＜中学校＞高知県学力定着状況調査 正答率６０％ （H27までに）
CAN‐DOリスト形式の学習到達目標 県内全中学校達成率100％（H28までに）

＜コアティーチャーの育成＞ ３年間で６０名育成（小・中学校）
＜生徒・教員の英語力＞ 生徒・・・英検３級以上取得率が５０％以上（H３０までに）

教員・・・英検準１級以上取得率が中学校５０％、高校７５％（H３０までに）

事業⽬標

■拠点校での研究成果の普及やリーダー教員の育成により、小中学校
における外国語活動及び外国語科の授業の質が向上し、外国語教育が
推進される。
■教員が確かな指導力・英語力を身に付けることで中学生の英語学力
向上するとともに、小学生のコミュニケーション能力の素地が育まれる。

期待される効果
H26⾒積：14,260千円（⼀）10,217千円

【拠点校】

◆小・中学校拠点校（コアスクール）

・外国語教育に意欲的に取り組む

小・中学校10校を指定

小５校（東部１、中部３、西部１）

中５校（東部１、中部３、西部１）

◆域内の外国語教育の推進

・コアティーチャー研修の拠点

・モデル公開授業（年間２回）

◆小中連携モデルの普及

（ １小１中の５地域）

【連携校】

◆小・中学校の外国語教育を推進する

コアティーチャーの育成

・３年間で60名（小中）のコアティー

チャーの育成

・小・中学校とも年間10名（H26～28）

（東部２名、中部６名、西部２名）

◆集合研修５日、拠点校研修２日、

実践力向上研修４日

外国語教育コアティーチャー育成事業（H26～28＜第１期＞）

◆英語教育推進プラン作成・進捗管理
･県内の有識者、大学教授、学校関係者、指導主事等（計15名程度）で組織 ◆小中高をつなぐ高知版到達目標の設定 ◆カリキュラム等の作成等

☆ 高知英語教育推進プラン策定
高知県の英語教育推進プラン検討委員会（H26～28）

◆次期学習指導要領を見据えた研究開発

・小学校英語の教科化

・低中学年での外国語活動、高学年英語科の導入

◆小中高で取り組む地域の設置

・３中学校区と高等学校

◆小中高の連携

◆カリキュラム開発

小中高を通じた地域強化拠点校事業

実施内容

☆拠点校・リーダー教員育成
☆小学校英語教科化

※課題解決先進枠

☆教科の専門力強化

◆教科化に対応した集合研修（３日、年間５０名を対象）

(５年間で250名の小学校教員が受講)

◆英語力向上のためのe-learning研修

小学校外国語活動研修

中高英語専門力向上研修

◆中高教員が連携して取り組む英
語授業作り講座（集合研修２日）

指導力向上研修

◆集合研修と集合研修を結ぶ
e‐learning研修

◆土佐教育研究会外国語活動部会
や高知県高等学校教育研究会英
語部会と連携したブロック別研修

（４日）
◆英語検定の受検の促進

英語力向上研修

4
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（１）複式教育研究地域指定事業

① 指定地域 教育事務所単位

「複式教育研究推進校」各教育事務所管内１校、「複式教育研究協力校」

② 指定期間 ２年間（平成２６年度～２７年度）

③ 「複式教育研究推進校」及び「複式教育研究協力校」

推進校・教育計画の改善（複式学級の課題を踏まえた年間指導計画）

・推進地域の授業研究への参加、研究発表会（２年次）の実施による成果普及

・児童用学習のガイドブックや指導の手引、地域ネットワークの構築法等を掲載した

リーフレットなどによる成果普及

協力校…推進校の授業研究への参加、授業公開

④ 研究推進員

推進校に教員１名配置（授業研究等の研究推進、協力校との連携、成果の普及）

連絡協議会（年間２回）

⑤ 運営委員会：推進校及び協力校の校長で構成（年間２回程度）

⑥ 「複式教育スーパーバイザー」の派遣：

退職校長等を推進校や協力校に派遣（中部、西部）

⑦ 県内への積極的な情報発信と成果普及

（２）中学校教科ネットワーク構築事業

教科指導力向上に向けた近隣の中学校教員の共同研究

中⼭間地域⼩規模・複式教育研究指定事業 ⼩中学校課
H26⾒積：2,038千円（⼀）2,038千円

（H25当初：1,951千円（⼀）1,951千円）

○中山間地域の教育振興のために、指定地域の小規模校や複式学級を有する小学校（以下複式校という）
において研究を推進するとともに、モデルとなる成果を普及することで、小規模校や複式校における
教員の指導力を高めて児童生徒の学力向上を図る。

事業概要

○本県の中山間地域には、複式学級を有する小学校が多く（38.3％） 、全国より複式学級の割合も高い（公立
小学校の複式学級の割合：全国＝2.2％、高知県＝7.2％） 。また、教科担当が複数いない小規模の中学校も
点在している。

○校内で教員が切磋琢磨し授業研究をしていく機会が少なく、各学年のねらいを達成するための効果的な指導
方法等を共有し授業改善につなげることが必要である。

現状・課題
小規模校や複式校の教員の指導力向上及び児童生
徒の基礎学力の定着と学力の向上を図る。
【検証方法】
複式用授業力総合診断シート
全国学力・学習状況調査結果

事業⽬標

実施内容

小規模校や複式校における授業研究が充実しモデルとなる成果を
普及することで、指定地域での取組が広がり、児童生徒の学力が
向上し、中山間地域の教育振興が促進する。

期待される効果

5
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【拡】就職⽀援対策事業 ⾼等学校課
H26⾒積：42,977千円（⼀）42,862千円

（H25当初：43,376千円（⼀）43,261千円）

生徒の就職支援のために、就職対策連絡協議会の運営し、就職状況の情報
収集や分析を行い、よりよい支援策を検討するとともに、県内外に就職アドバイ
ザーを配置し、事業所訪問による求人開拓や生徒への個別指導による就職受
験先のマッチングを図る。
また、離職率を全国水準にするため、就職者の定着指導も併せて行う。

事業概要

事業所訪問を実施し、求人開拓を行うとともに、企業との連携を深める取組などに
より、就職内定率は９５．９％と昨年度から２．１ポイントアップし、３年連続上昇してい
る。しかし、就職未内定で卒業する生徒が５１名と、全員の進路実現には至っていない
状況にある。
また、雇用情勢は徐々に回復の傾向にあるが、生徒が希望する職種（県内の宿泊

業、飲食サービス業等）の求人については十分確保できているとはいえない。 さらに、
本年度は県内就職の希望者が多いこともあり、引き続き求人開拓等の就職支援に取
り組む必要がある。
一方、高知県の離職率（H24年3月卒業者の1年目での離職率は20.6%）は全国水準

より高い傾向にあるので、ミスマッチを少しでも減らす工夫も必要である。

現状・課題

各就職支援によって求人数を確保するとともに、生徒の希望
と受験先企業とのマッチングを図り、就職内定率の維持及び、
高卒１年目の離職率の改善を図る。（就職内定率95.9%を維
持）（H25年3月卒業者の1年目での離職率を改善する）

事業⽬標

実施内容

引き続き県内外の就職アドバイザー配置よる求人開拓や就職対

策連絡協議会の運用などの生徒への就職支援により、求人数の確
保や受験先のミスマッチを防ぎ、就職内定率及び定着率の向上に
つながる。

期待される効果

１ 就職支援事業 42,977千円 （43,376千円）

県内就職アドバイザーの配置 22,020千円 （22,408千円）

就職希望者の多い学校を中心にアドバイザー９名を配置し、事業所訪問に
よる求人開拓や就職希望者への個別指導等を実施

（アドバイザー数 H25：9名 → H26：9名）

県外就職アドバイザーの配置 7,015千円 （7,329千円）

大阪・名古屋の各高知県事務所にアドバイザーを各１名ずつ配置し、中部・
関西方面の求人開拓や就職後の定着指導を行うなど、高校生の就職支援を
実施する。

（アドバイザー数 H25：2名 →H26：2名）

※社会性の育成事業、企業を知ろう事業から組替え【8,993千円】
教員・就職アドバイザーの事業所訪問 9,565千円

教員及び就職アドバイザーによる事業所訪問を計画的に実施し、新たな就
職先の開拓、継続的な求人要請、卒業生の職場定着指導を継続的に行う。

卒後１年目の離職率は非常に高い状況にあり、これを全国水準にするこ
とは喫緊の課題である。来年度以降、会社訪問を積極的に行う。

（企業訪問件数 H24：2,242社→H25：1,383社（9月末）→H26:2,600社以上）

２ 就職促進事業 4,377千円 （4,646千円）

就職対策連絡協議会運営費 4,377千円（4,646千円）
高校生の就職対策について、各関係機関との連携を図り、一体となっ

て協議・支援する。

（事務員 H25：1名 →H26：1名） （会議 H25：3回 → H26：3回）

※うち課題解決先進枠 9,565千円
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【組替新】⾼校⽣の志を応援する事業 ⾼等学校課
H26⾒積：83,118千円（⼀）83,118千円

（H25当初：61,859千円（⼀）61,859千円）
各高校は「高知のキャリア教育」に取り組み、学校の特色化や魅力化を図っている。本事業では、

平成26年度から１０年間の県立高等学校再編振興計画の一環として、高知のキャリア教育の３つ
の柱である「学力向上」、「基本的な生活習慣の確立」、「社会性の育成」のうち、「学力向上」に重
点化して、「生徒の学習支援」、「教員の指導力の向上」、「学校の学習支援体制の充実」を図り、生
徒の高い志の実現を支援する。

事業概要

○ 公立高校からの国公立大学合格者数は500人を超えるようになったが、全国と比較すると十分
ではない。

○ 難関大学への進学に関する教員の教科指導力が十分ではない。
○ 学力定着把握調査（基礎力診断テスト）の結果、「義務教育段階の基礎学力が身に付いてい
ない（以下「Ｄ３」という。）」と評価される生徒数は996人（34.1％）である。

○ 生徒の学習状況の正確な分析が十分にできておらず、組織的な学習支援ができていない。

現状・課題
・ H30年3月には大学等への進学率50％を達成し、公立高等学校からの国公立大学合
格者数700人を達成する。また、公立高校から県内大学への合格者数を 500人にする。
（Ｈ25年3月卒業者の実績：合格者545人、県内大学362人）

・ 就職内定率95％を維持する。
（Ｈ25年３月卒業者 公立高校：95.9％）
・ 基礎学力の定着により、学力定着把握調査（基礎力診断テスト）の結果、「Ｄ３」と評
価される生徒の割合を卒業時には入学時の１／２に減少させる。
（Ｈ25新入生のうち基礎力診断テストの受験者のＤ３評価 34.1％（996人））

事業⽬標

学校の学習指導体制を充実し、教員の指導力が向上することで、生徒一人ひとりに応じた
学力をつけることができるようになり、地元大学を含め、大学進学率が上昇し、就職内定率
も向上する。

期待される効果

１ 学力向上サポート事業【組替】 37,408千円(30,697千円)

すべての全日制及び昼間部の全学年を対象に、１、２年生は４月、９月の年２回、

３年生は４月に年１回、学力定着把握検査を実施し、その結果に基づいて各学校の生
徒の実態に応じた学力向上対策を研究する。県立高校について、学びの環境としての
機能を高め、力ある学校づくりを推進することで、生徒の学力向上や学校生活の充実
を図り、生徒の自己実現を支援する。就職や専門学校の進路選択にも役立つデータ
ベースを構築する。

実施内容

４ 教師塾事業【組替】 3,230千円(1,616千円)
拠点となる学校として、追手前、小津、西、安芸、中村の５校を指定し、難関大学

の個別試験の問題を研究したり、他県のスーパーティーチャーや予備校講師を招へい
して授業研究を実施したり、中堅教員を対象とした教科指導の勉強会を開催するなど
教員の進学に関する指導力の向上を図り、生徒の進路実現を支援する。

２ 学習支援員事業 【組替】 2,746千円（2,746千円）
教科の担当教員が少人数の学校を対象に、成績不振の生徒への補力補習を放課後や

長期休業期間中に実施できるように支援する。

６ 国際バカロレア認定の研究【新規】 3,100千円

グローバル人材の育成を図るために、国際バカロレアのディプロマプログ
ラムの認定校をつくることを目的とする。平成26年度は国際バカロレア機構が主
催するワークショップに参加して、国際バカロレアのプログラムが指導できる教員を
育成する。

３ 教科指導方法の改善に向けた研究協議会【新規】 300千円

学校や生徒の実態等に応じて、義務教育段階の学習内容の確実な定着を図るための
カリキュラム（学校設定科目等）やＩＣＴを活用した教育・学習方法を研究する。

５ 魅力ある学校づくり推進事業【組替】 36,334千円(26,800千円)

各学校の特色ある取組を推進し、その取組を学校関係者や地域の方々に知
らせる取組を充実して、各学校が今まで以上に地域の力や発想を活用して、学
校関係者だけでなく、広く外部からも学校の取組が認められるよう支援する。

※課題解決先進枠
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◆自閉症・情緒障害特別支援学級の児童生徒が急増している。
◆ＬＤの児童生徒に対するアセスメント力が弱く、特性に応じた指導ができていない。
◆発達障害等のある子どもの特性に応じた分かる授業実践力の向上を図ることや、
教材の工夫が十分に行えていなかった。発達障害等のある幼児児童生徒の支援内
容に関する各校種間の引継ぎが、十分に行われていない。

【拡】特別⽀援教育を柱に据えた学校づくり事業 特別⽀援教育課

◆「発達障害等のある幼児児童生徒の指導及び支援の充実に関する指針」に基づく取組を加速させ、
各学校における特別支援教育の体制づくりの支援を重点的に行う事業。中学校区を単位として、
校種間の連携に関する「就学時引き継ぎシート」及びユニバーサルデザインの授業づくりに関する
取組を土台として、関係機関と特別支援学校が、発達障害に関する学校支援を集中・徹底して行
い、特別支援教育を柱に据えた学校体制づくりを支援する。

事業概要

現状・課題

◆インクルーシブ教育システムの構築をめざし、保育所・幼稚園から中学校までの校種
間の連携を図り、中学校区を中心とした特別支援教育を柱に据えた教育を推進する
実践校を増やす。

◆特別支援教育を柱に据えた体制づくりを学校全体で取り組むことで、教職員自身が、
学校の変容を実感する。

事業⽬標

◆中学校区の学校間の連携を強化することで、就学前から中学校へと
切れ目のない支援が一貫して引き継がれるようになる。

◆小中学校等の教員が、特別支援学校等の外部機関と連携し、アセス
メントを生かし、指導できるようになる。

期待される効果

H26⾒積：3,914千円（⼀）3,914千円
（H25当初： 883千円（⼀） 883千円）

実施内容

【対象】中学校区

特別支援教育を柱に据えた学校づくり実践校

県内の中学校区１地区を指定し、中学校区内の
保育所・幼稚園、小学校、中学校を対象に支援

中学校
小学校

小学校

小学校

保育所・幼稚園等
すべての子ども

１ｓｔのみでは、伸
びが乏しい子ども

１・２ｎｄでは伸び
が乏しい子ども

指定期間
（2年間）

1年目 ２年目 フォロー

1年目 ２年目 フォロー

３rd
ステージ

２nd
ステージ

１ｓｔ
ステージ

Ａ中学校区

ＢＣ
中学校区

児童生徒の特性に応じた
指導に対する学校支援

個別的な指導
（「通級」等の個別の指導）

その子向けの教材、その
子だけに向けての指示
（Ｔ・Ｔ、支援員等）

発達障害の子どもも
分かりやすい授業
（ユニバーサルデザイ
ンの授業等）

海津ら（2008）

地域を
増やす

〈中部管内〉

南国市立鳶ヶ池中学校
ブロック【１地区】

平成２５年度 平成２６年度

〈東部管内〉
【１地区】

〈西部管内〉
【１地区】

〈中部管内〉
南国市【１地区】

「指針」推進事業
の取組を一層
推進！

発達障害等のある子どもの
アセスメントを活かした授業改善

実態把握に基づく授業の強化

地域拠点特別支援学校（3校）
が支援

※うち課題解決先進枠 3,025千円
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◆特別支援教育に係る校内委員会は、小・中学校すべての学校に設置されているが、
校内委員会の進め方等、効果的な校内委員会のあり方が課題であった。

◆指導主事が各学校を個別に訪問し、会の進め方や校内委員会の取組の意義等に
ついて助言があり、コーディネーターだけでなく、委員全員で共有できたことが良
かったという事例もあがっている。

※ 事業活用実績：小学校48校、中学校23校（H25.10現在）

特別⽀援教育に係る校内委員会の充実事業 特別⽀援教育課

◆小・中学校の校内支援体制を強化するために、校内委員会に教育事務所の指導主事
（地域コーディネーター）を派遣し、小・中学校の特別支援教育学校コーディネーターを
支援する。

◆公立小・中学校、県立高校・特別支援学校に対して、高知県が作成した「つながるノート」
（個別の支援計画）の周知徹底を行う。

事業概要

現状・課題

◆特別な支援を必要とする児童生徒の特性に応じた指導及び支援を効果的に
取り組む校内支援体制をつくる。

◆高知県における特別な教育的支援を必要とする児童生徒に関する実態調査
のうち、「校内支援体制チェックリスト」のポイントの平均点をすべての学校で
2.8以上とする。平成26年度は、70.2％【現状】⇒80％ 【目標値】 とする。

事業⽬標

教育事務所の指導主事（地域コーディネーター）の支援を
受けて、小・中学校の学校コーディネーターを中心とした、
校内委員会が活性化する。

期待される効果

H26⾒積：813千円（⼀）813千円
（H25当初：979千円（⼀）979千円）

【参考】 本年度新たに小・中学校の特別支援教育学校コーディネーター

となる割合 28.9 ％ ＜H25年度：高知県＞

※ 校内支援体制チェックリスト「2.7ポイント以下」の学校数（H24年度県調査）
小学校49校（164校中）、中学校27校（91校中） 全体に占める割合： 29.8％

特別支援教育に係る校内委員会の課題 校内委員会への地域コーディネーター派遣事業

実施内容

＜校内支援体制の整備・運営＞
○特別支援教育の理解の推進
○校内連携の推進
○指導及び支援の検討・計画
○指導及び支援の実施・評価
○支援体制の計画的な見直し
○校内委員会の記録の作成

＜委員会の進め方がわからない!？＞
●児童生徒の実態に関する共有は
するが、具体的な指導や支援に結
び付きにくい。

●支援に対する評価が不十分であり、
計画的な見直しも行われていない。

学校コーディ
ネーター

学
級
担
任

管
理
職

養
護
教
諭

教
科
担
当 その他の教職員

学校コーディ
ネーター

学
級
担
任

教
科
担
当

管
理
職

養
護
教
諭

その他の教職員

教育事務所の指導主事
（地域コーディネーター）

支援

新任の割合が高い！ 支援が継続しない・・・
◆校内支援体制が「十分に
整っていない」と回答する
小中学校の32.9％は、新任
コーディネーターの指名さ
れた学校。
新任コーディネーター支援

◆機会あることに事業を紹
介し、新任コーディネー
ター以外の小中学校からも
申込みの増加を図る。
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特別⽀援学校の幼児児童⽣徒の居住地校交流実践充実事業 特別⽀援教育課

●共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システム構築のためには、多様な学びの場の整備
と学校間連携等の推進のために、交流及び共同学習の推進が必要である。
その一環として、特別支援学校の子どもたちが、転出や卒業後にそれぞれの地域社会において、
活き活きと生活ができるようにするための学びの場として、居住地校交流を推進する。

事業概要

●H２３・２４に文部科学省から「特別支援教育総合推進事業（特別支援学校と小・中学校との
交流及び共同学習の推進）」の指定を受け、盲、高知ろう、山田養護田野分校の３校を指定
し、居住地校交流の在り方について実践研究してきた。H２５には、肢体不自由と病弱の２障
害も加え、５障害に障害種を拡大して、県単事業で７校で実施。

●交流後、特別支援学校の児童に地域の児童が声をかけてくれる事例もあり、徐々に成果が

みられる。

現状・課題

●本事業は、文部科学省委託事業で研究してきた障害種（視覚障害、聴覚障害、知的障害）に加
え、病弱、肢体不自由の特別支援学校も含め、すべての県立特別支援学校において、実践研
究を行い、高知県としての居住地校交流の仕組みを確立することを目標とする。

●H２６は、県内１２校の県立特別支援学校（高等部のみの高知みかづき分校を除く）を
対象校として、小・中学部を中心に居住地校交流を行い、年間１～３事例を目標に実践を積み
上げ、各学校の特色を活かした 居住地校交流のスタイルを研究、実施する。

事業⽬標

実施内容

●卒業後等に居住地域に戻ったとき、スムーズな移行ができるようになる。

●居住地校との交流及び共同学習を行うことで、地域において障害者の

理解が進み共生社会の形成へ向けての効果が期待される。

期待される効果

H26⾒積：250千円（⼀）250千円
（H25当初：393千円（⼀）393千円)

【用語説明】 交流及び共同学習と居住地校交流について
交流及び共同学習とは、障害のあるなしにかかわらず、誰もが互いに人格と

個性を尊重し合える共生社会の実現のために、障害のある人と障害のない人が
互いに理解し合うための学習の 機会として行われるものです。その形態として
は、学校間交流、学年・学部間交流、特別支援学校の地域との交流、居住地校
交流等があげられます。

居住地校交流とは、居住地域から離れて特別支援学校で学習する子どもが
将来、居住地域に帰って生活をすることを想定して行われる交流及び共同学習
の一形態です。

特別支援学校

①居住地校交流の意思の確認（４月中旬）保護者

特別支援教育課 市町村教育委員会

② 実施希望の提出（５月上旬） ③居住地校交流についての

説明訪問（５月中旬～下旬）

小学校・中学校

④居住地校交流実施の了承
（５月中旬～下旬）

⑤居住地校交流の実施（６月～２月）

⑥ 報告書の提出（３月初旬）

居住地校交流の進め方

今後の計画

＜市町村教育委員会への説明訪問＞

○居住地校交流の事業の説明と打合せ
○副籍について
○居住地校交流を進めるにあたって

の留意事項

○既に居住地校交流
を実施している市
町村については、
文書通知と電話等
による説明を行う。

○実施に向けて、互いの学校間で連絡会を
開き、計画・実施する。（連絡会におい
ては、テレビ会議システムの活用も行
う。）

●実施校をH25より拡大し、小・中学部のある全ての県立特別支援学校

１２校で実施。

平成２６年度

全面実施
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保・幼・⼩連携推進⽀援事業（保幼⼩連携推進事業費補助⾦） 幼保⽀援課

高知県内の保幼小の接続を促進させるために、高知市内の小学校・保
育所等において作成された保幼小連携のモデルプランを基に他市の課題
に合わせたプランを研究実践・策定するとともに、高知市においてモデル
プランの実効性の検証を行う。

事業概要

幼児期の教育と小学校教育が円滑に接続し、体系的な教育が
組織的に行われることは極めて重要である。そのため、子どもの
発達や学びの連続性を踏まえた保幼小の接続の取組を一層進め
る必要がある。

現状・課題 事業⽬標

実施内容

就学前の教育と小学校教育の円滑で確実な接続を図るこ
とにより、子どもの健やかな育ちにつながる。

期待される効果

H26⾒積：1,850千円（―）1,850千円
（H25当初：1,430千円（⼀）1,370千円）

・高知市における保幼小接続のためのモデルプランの検証
・市町村の実態に合わせた保幼小接続のための実践プラン
の策定

高知市幼児教育推進協議会

研究支援 進行管理

高知市で策定されたモデルプランを基に、市町村の
実態に応じた実践研究の実施

保幼小連携推進事業費補助金

○補助先：市町村
○補助率：１／２以内
○補助基準額：2,000千円

高知市教育委員会

平成２５年度

（１） 保・幼・小の教職員の交

流・連携

（２） 幼児と児童の交流

（３） 接続期カリキュラム（入

学前アプローチカリキュ

ラム・ 小学校入門期ス

タートカリキュラム）

（４） 保護者との連携

モ
デ
ル
プ
ラ
ン
作
成

地区別推進委員会

研究支援研究報告
高知市教育委員会

モデルプラン検証事業

１市町村教育委員会
（研究実践指定）

平成２６年度 平成２７年度

市町村教
育委員会

（研究実践
指定）
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保幼⼩連携「スマイルサポート」事業（発達障害等の幼児の引き継ぎに関する研修会） 幼保⽀援課

事業概要

・保育所、幼稚園等における発達障害等のある幼児への支援は、関係機関の支援を受けながら、
障害の特性や実態に基づいた指導や支援が行われているが、それらの指導や支援内容を小学
校等に確実で円滑につなげることが十分に行われていない。

・今後、発達障害等のある幼児の自立に向けた継続的な取組を進めていくためには、保育所、幼
稚園等から就学先への円滑な引き継ぎを図り、切れ目のない指導や支援を行っていくことが必要
である。

現状・課題

・個別の指導計画の作成率
Ｈ２７年度末 １００％ （Ｈ２６年度末８５％）

・就学時引き継ぎシート作成率
Ｈ２７年度末 ８０％ （Ｈ２６年度末７０％）

事業⽬標

実施内容

幼児一人一人の教育的ニーズに基づいた適切な指導や必
要な支援を行うことができる。

期待される効果

発達障害等のある幼児に対し、計画的・継続的な指導・支援となるよう、保育
所、幼稚園等と就学先との円滑な接続を行うために、就学時引き継ぎシートの普
及を図る。

「特別支援教育の現状調査」Ｈ２５年４月実施：幼保支援課

H26⾒積：740千円（⼀）740千円
（H25当初：740千円（⼀）740千円）

■就学時引き継ぎシートを活用した支援方法の普及
・実践発表
・県内２会場
・特別支援教育課・小中学校課と連携した普及・啓発

平成２６年度

■就学時引き継ぎシートを活用した支援方法の普及
・県内３会場（安田町、高知市、四万十市）
・特別支援教育課・小中学校課と連携した普及・啓発

平成２５年度

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

認定こども園

幼稚園

保育所

78.1%
57.1%

71.9%
80.4%

21.9%
42.9%

28.1%
19.6%

平成24年度個別の指導計画作成状況

作成していた 作成していなかった

0% 50% 100%

99.4% 0.6%

平成24年度要録以外の就学先との引き継ぎ状況

引き継いだ 引き継いでいなかった 0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

キ

カ

オ

エ

ウ

イ

ア

6.9%
22.2%

33.1%
2.8%

1.6%
27.0%

6.4%

平成25年度入学児 引き継ぎ内容（複数回答）

ア 個別の支援計画の送付
イ 就学時引き継ぎシートを送付及び

就学先との連絡会
ウ 就学時引き継ぎシートの送付
エ 就学時引き継ぎシート等を活用した

口頭引き継ぎ
オ 就学先との連絡会
カ 就学先の施設見学
キ その他

学校卒業就学前

個別の教育支援計画

小学校 中学校 高等学校保育所・幼稚園等

個別の指導計画 個別の指導計画 個別の指導計画 個別の指導計画

就学時引き継ぎ
シート

就学
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